
亀山市告示第７６号  

 亀山市災害時要援護者サポート事業実施要綱を次のように定める。  

  平成２７年３月３１日  

亀山市長  櫻  井   義  之  

 

   亀山市災害時要援護者サポート事業実施要綱  

 

（目的）  

第１条  この告示は、災害が発生し、又は発生するおそれのある場

合（以下「災害時」という。）において、高齢者、障がい者等災

害時に自力で避難することが困難な人々が地域における支援を円

滑に受けることができ、かつ、これらの人々が安心して暮らすこ

とができる地域づくりを推進するため、市と地域支援組織が協力

して、災害時の災害時要援護者を支援する事業（以下 ｢事業 ｣ とい

う。）を実施することに関し必要な事項を定めるものとする。  

（定義）  

第２条  この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、それ

ぞれ当該各号に定めるところによる。  

（１）災害時要援護者  市内に居住する次のアからキまでのいずれ

かに該当する者（以下「要援護者」という。）のうち、災害時

に避難支援等を要するものをいう。  

ア  ６５歳以上のひとり暮らしの者  

イ  すべての世帯員が６５歳以上である世帯に属する者  

ウ  身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条

第４項の規定により身体障害者手帳の交付を受けている者  

エ  三重県療育手帳制度実施要綱（昭和６３年４月１日施

行）の規定により療育手帳の交付を受けている者  

オ  精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法

律第１２３号）第４５条第２項の規定により精神障害者保健

福祉手帳の交付を受けている者  



カ  要介護認定等に係る介護認定審査会による審査及び判定の

基準等に関する省令（平成１１年厚生省令第５８号）第１条

第１項第３号から第５号までに該当する者  

キ  乳幼児、妊産婦、傷病者、日本語による意思疎通が困難な

外国人等災害時の自力避難に不安のある者として市長が認め

るもの  

（２）地域支援組織  自治会連合会支部、地区コミュニティ、地域

まちづくり協議会（地域の問題解決及び活性化を目的として活

動する組織をいう。）、自主防災組織等災害時要援護者の支援

を主体的に実施できる地域の組織として市長が認めるものをい

う。  

（事業の内容）  

第３条  事業の内容は、次のとおりとする。  

（ １ ）災 害 時要 援護 者登 録 台帳 （災 害時 要 援護 者個 別計 画 を含 む 。

以下「台帳」という。）及び災害時要援護者の位置等を示した

地図情報（以下これらを「台帳等」という。）を整備し、更新

すること。  

（２）災害時において台帳等を活用した災害時要援護者の情報収

集、避難誘導、救出活動、安否確認等を行うこと。  

（３）前号の支援を迅速に行うために平常時において訓練等を行

うこと。  

（４）その他事業の目的を達成するために必要な事項に関するこ

と。  

 （事業の実施）  

第４条  事業は、前条第１号に掲げるものにあっては市長が地域

支援組織の協力を得て実施し、同条第２号から第４号までに掲

げるものにあっては地域支援組織が市の支援を受けて主体的に

実施するものとする。  

２  市長は、要援護者の情報収集に努めるとともに、事業の実施

方法の説明、災害時要援護者を支援する体制の整備等地域支援

組織に対する必要な支援を行うものとする。  



 （地域支援組織の役割）  

第５条  地域支援組織は、事業を主体的に実施できるよう、災害

時要援護者を支援する体制を整備するものとする。  

２  地域支援組織は、事業を実施するに当たり、台帳等の情報を

活用する者（以下「地域従事者」という。）を置くものとする。  

３  地 域支援組織は、地域の災害時要援護者の有無にかかわらず、

災害時における地域住民を支援する体制を整備するよう努める

ものとする。  

（協定の締結）  

第６条  市長は、事業の実施に当たり、次の事項について地域支援

組織と協定を締結するものとする。  

（１）事業の内容及び実施方法に関すること。  

（２）地域従事者となるべきものの範囲、災害時要援護者の支援体

制等地域支援組織の役割に関すること。  

（３）災害時要援護者の個人情報の保護に関すること。  

（４）その他事業の実施に当たり必要なこと。  

（台帳の登録）  

第７条  災害時要援護者として台帳の登録を希望する者は、災害時

要援護者登録申請書兼登録台帳（様式第１号。以下 ｢申請書 ｣と

いう。）を市長に提出するものとする。  

２  市長は、申請書を受理したときは、その内容を審査し、災害時

要援護者と認められる場合は、台帳への登録を行うものとする。  

３  市長は、前項の規定に関わらず、台帳への登録が必要な災害時

要援護者があるときは、台帳への登録を行うことができるものと

する。  

４  市長は、前２項の登録を行ったときは、登録された者（以下

「被登録者」という。）に対し、台帳の写しを送付するものとす

る。  

５  市長は、第３項の規定に基づく登録を行ったときは、亀山市個

人情報保護条例（平成１７年亀山市条例第２０号）第１１条第２

項の規定による通知を行うものとする。  



６  市長は、台帳の登録情報を基にして被登録者の基本的な情報を

記載した災害時要援護者名簿を作成するものとする。  

 （台帳の変更及び抹消）  

第８条  被登録者は、台帳に登録されている内容を変更し、又は登

録を抹消しようとするときは、災害時要援護者登録台帳変更（抹

消）届出書（様式第２号。以下 ｢届出書 ｣という。）により、市長

に届け出るものとする。  

２  市長は、届出書を受理したときは、台帳に登録されている内容

を変更し、又は登録を抹消するものとする。  

３  市長は、前項の規定に関わらず、被登録者が次の各号のいずれ

かに該当したときは、登録を抹消するものとする。  

（１）市内に居住しなくなったとき。  

（２）要援護者でなくなったとき。  

（３）死亡したとき。  

４  市長は、毎年度１回、被登録者が前項各号のいずれにも該当し

ないことを確認するものとする。  

５  市長は、前４項の規定により被登録者の情報が更新されたとき

は、速やかに災害時要援護者名簿の内容を更新するものとする。  

 （地域支援組織の経由）  

第９条  申請書及び届出書は、地域の地域支援組織を経由して市長

に提出することができるものとする。  

 （災害時要援護者個別計画の策定）  

第１０条  市長は、被登録者が災害時に実効性のある避難支援等を

受けられるよう、災害時要援護者個別計画の策定を進めるものと

する。  

２  災害時要援護者個別計画は、地域において災害時に支援を求め

ることができる者（以下「地域支援者」という。）の協力を得て

作成することができるものとする。  

３  地域支援者は、可能な限り災害時要援護者の支援を行うものと

する。  

 （台帳等の写しの提供及び管理）  



第１１条  市長は、台帳の登録、変更及び抹消があった場合は、速

やかに、地域支援組織に台帳等の写しを提供する（被登録者の同

意がある場合に限る。）ものとする。  

２  地域支援組織は、善良な管理者の注意をもって前項の規定によ

り提供を受けた台帳等の写しを適正に保管しなければならない。  

３  地域支援組織は、台帳等の写しを紛失、棄損等した場合は、速

やかに市長に届け出なければならない。  

（守秘義務の確保及び情報の保護）  

第１２条  地域支援組織、地域従事者及び地域支援者は、事業によ

り知り得た個人情報及び事業の実施により知り得た個人の秘密を

第三者に漏らしてはならない。その役割を離れた後も同様とする。  

２  台帳等に登録された情報は、事業の実施以外の目的に使用して

はならない。  

（事業の周知）  

第１３条  市長は、広報紙等を通じて、事業の周知を図るものとす

る。  

（その他）  

第１４条  この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別

に定める。  

附  則  

 （施行期日）  

１  この告示は、平成２７年４月１日から施行する。  

 （亀山市災害時要援護者台帳登録制度実施要綱の廃止）  

２  亀山市災害時要援護者台帳登録制度実施要綱（平成２２年亀

山市告示第６９号。以下「旧要綱」という。）は、廃止する。  

（旧要綱の廃止に伴う経過措置）  

３  この告示の施行の際現に旧要綱の規定により台帳に登録されて

いる者は、この告示の規定による台帳等が整備されるまでの間、

この告示の相当規定により台帳に登録されている者とみなす。  


